
第 45号議案

長岡京市税条例等の一部改正について

長岡京市税条例 (昭和 25年長岡京市条例第 1号)及び長岡京市税条例の一

部を改正する条例 (昭和 26年長岡京市条例第 10号)の一部を別紙のとお り

改正するものとする。

令和 5年 6月 9日 提出

長岡京市長 中小路 健 吾

(提案理由)

地方税法等の一部を改正する法律 (令和 5年法律第 1号)に よる地方税法

(昭和 25年法律第 226号 )の改正に伴い、所要の変更を行 うため、条例

の一部を改正する必要があるので提案する。



長岡京市税条例等の一部を改正する条例

(長岡京市税条例の一部改正 )

第 1条 長岡京市税条例 (昭和 25年長岡京市条例第 1号)の一部を次のように改正する。

改正後 改正前

(配 当割額又は株式等譲渡所得割額の控

除)

第32条の7 【略】

2 前項の規定により控除されるべき額で

同項の所得割の額から控除することがで

きなかつた金額があるときは、当該控除

することができなかつた金額は、令第4

8条の9の 3から第48条の9の 6ま で

に定めるところにより、同項の納税義務

者に対しその控除することができなかつ

た金額を還付し、又は当該控除すること
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金額二より当該納税義務者の前項の申告

書に係疑望塗旦回劃堅止塵墾菱渡

全2個人の府民税二但△2立量菫童上く

1主森埜基塁税豊塾」■三生L立生整△上、

若しくは当該納税義務者の未納に係る徴

収金を納付 L笙 若しくは納入する。

3 【略】

(個人の市民税に係る給与所得者の扶養

親族等申告書)

第34条の3の 2 【略】
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(配当割額又は株式等譲渡所得割額の控

除)

第 32条の7 【略】

2 前項の規定により控除されるべき額で

同項の所得割の額から控除することがで

きなかつた金額があるときは、当該控除

することができなかつた金額は、令第 4

8条の 9の 3か ら第48条の 9の 6ま で

に定めるところにより、同項の納税義務

者に対しその控除することができなかつ

た金額を還付し、又は当該納税義務者.2.

旦E2申告書に係る生度金の個人の府民

税董L≦ュコ量∃迦豊量当L、 若 しくは当

該納税義務者の未納に係る徴収金L左当

主生。

3 【略】

(個人の市民税に係る給与所得者の扶養

親族等申告書)

第34条の3の 2 【略】

【加える】



改正後 改正前

で定めると二∠整型里墾二前聾コ塞整墨豊ユ

17条の 3の 2第 1項の規定により記載

すがさ蔓五L生え.二当該塁塾至ムニ員豊

記重⊥塗重堕互」]監!ユ:盤:箋:旦二重:ヨi型[≧〔理
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とができる。

旦 笙⊥ヨ又は法第 317条 の 3の 2第 1

項の規定による申告書を提出した給与所

得者で市内に住所を有するものは、その

年の中途において当該申告書に記載 した

事項について異動を生じた場合には、笙

上二又は法第 317条 の 3の 2第 1項の

給与支払者からその異動を生 じた 日後最

初に給与の支払を受ける日の前 日までに、

施行規則で定めるところにより、その異

動の内容その他施行規則で定める事項を

記載 した申告書を、当該給与支払者を経

由して、市長に提出しなければならない。

■ 笙■ヨ丞び並二 の場合において、これ

らの規定による申告書がその提出の際に

経由すべき給与支払者に受理 されたとき

は、その申告書は、その受理 された 日に

市長に提出されたものとみなす。

.ュ 給与所得者は、第 1項及び第 3五の規

定による申告書の提出の際に経由すべき

給与支払者が令第 48条の 9の 7の 2に

おいて準用する令第 8条の 2の 2に規定

する要件を満たす場合には、施行規則で

定めるところにより、当該申告書の提出

に代えて、当該給与支払者に対 し、当該

申告書に記載すべき事項を電磁的方法

(電子情報処理組織を使用する方法その

他の情報通信の技術を利用する方法であ

つて施行規則で定めるものをい う。次条

第 4項及び第 50条の 9第 3項において

同じ。)・により提供することができる。

6 前項の規定の適用がある場合における

第:=4」菫の規定の適用については、同項中

「申告書が」 とあるのは 「申告書に記載

2¨ 前三又は法第 317条 の 3の 2第 1項

の規定による申告書を提出 した給与所得

者で市内に住所を有するものは、その年

の中途において当該申告書に記載 した事

項について異動を生 じた場合には、前.項

又は法第 317条 の 3の 2第 1項の給与

支払者からその異動を生 じた 日後最初に

給与の支払を受ける日の前 日までに、施

行規則で定めるところにより、その異動

の内容その他施行規則で定める事項を記

載 した申告書を、当該給与支払者を経由

して、市長に提出しなければならない。

ュ 並.2二の場合において、これ らの規定

による申告書がその提出の際に経由すべ

き給与支払者に受理 されたときは、その

申告書は、その受理 された 日に市長に提

出されたものとみなす。

4¨ 給与所得者は、第 1項及び笙2二の規

定による申告書の提出の際に経由すべき

給与支払者が令第 48条の 9の 7の 2に

おいて準用する令第 8条の 2の 2に規定

する要件を満たす場合には、施行規則で

定めるところにより、当該申告書の提出

に代えて、当該給与支払者に対 し、当該

申告書に記載すべ き事項 を電磁的方法

(電子情報処理組織を使用する方法その

他の情報通信の技術を利用する方法であ

つて施行規則で定めるものをい う。次条

第 4項及び第 50条の 9第 3項において

同じ。)に より提供することができる。

5 前項の規定の適用がある場合における

笙旦三.の規定の適用については、同項中

「申告書が」 とあるのは「申告書に記載



¨

改正後 改正前

すべき事項を」 と、 「給与支払者に受理

されたとき」 とあるのは 「給与支払者が

提供を受けたとき」と、「受理された日」

とあるのは 「提供を受けた日」とする。

(個人の市民税の徴収の盤 )

第 36条 個人の市民税は、第 41条、第

44条の 2第 1項、第 44条の 5又は第

50条の5の規定にょり特別徴収の方法

による場合を除くほか、普通徴収の方法

により徴収する。

2 【略】

ユ 査」盤 墜ELし…』菫凱 型ゝ2」巨塁幽 ≧奎l

等割を鰹 し、塑堕墜医塁する場合に併せ

型 畦 .ユ鯉 盤 菫
=

(個人の市民税の納税通知書)

第39条 個人の市民税の納税通知書に記

載すべき各納期の納付額は、当該年度分

の個人の市民税額二鯉 整2府民税額丞型:

森盪輩き堡墾塑墜2全算笙 (第 44条第 1項

又は第44条の 6第 1項の規定によ り徴

収する場合にあつては特別徴収の方法二

上ユ̈徴収されないことになつた金額に相

当する税額)を前条第 1項の納期 (第 44
条第 1項又は第44条の 6第 1項の規定

二,生…ュ徴収する場合にあつては特別徴収

の方法によ り徴収されないこととなつた

日以後に到来する納期)の数で除して得た

額とする。

2 【略】

(給与所得に係る個人の市民税の特別徴

収)

第41条  【略】

2 前項の納税義務者について、当該納税

義務者の前年中の所得に給与所得以外の

所得がある場合に_生、当該給与所得以外

の所得に係る所得割額を同項の規定壁

_2特別徴収の方法茎:」ユ 徴収すべき給与

所得に係る所得割額及び均等割額の合算

額に加算して特別徴収の方法により徴収

すべき事項を」と、 「給与支払者に受理

されたとき」 とあるのは「給与支払者が

提供を受けたとき」と、「受理された日」

とあるのは「提供を受けた日」 とする。

(個人の市民税の徴収の左塗 )

第 36条 個人の市民税は、第41条、第

44条の 2第 1項、第44条の 5又は第

50条の 5の規定によつて特別徴収の方

法による場合を除くほか、普通徴収の方

法によ2て徴収する。

2.【略】

【加える】

(個人の市民税の納税通知書)

第 39条 個人の市民税の納税通知書に記

載すべき各納期の納付額は、当該年度分

の個人の市民税額及.び府民税額⊆∠当艶

`狙(第 44条第 1項又は第44条の 6第 1

項の規定Lよ_2ェ.徴収する場合にあつて

は特別徴収の方法によつて徴収されない

ことになつた金額に相当する税額)を前

条第 1項の納期 (第 44条第 1項又は第

44条の 6第 1項の規定によつて徴収す

る場合にあつては特別徴収の方法1こ上:2

二徴収されないこととなつた日以後に到

来する納期)の数で除して得た額とする。

2 【略】

(給与所得に係る個人の市民税の特別徴

収)

第41条  【略】

2 前項の納税義務者について、当該納税

義務者の前年中の所得に給与所得以外の

所得がある場合に菫量ては、当該給与所

得以外の所得に係る所得割額を同項の規

定によつ,て 特別徴収の方法によ_つて徴収

すべき給与所得に係る所得割額及び均等

割額の合算額に加算して特別徴収の方法



改正後 改正前

する。ただし、第 34条の2第 1項の申

告書に給与所得以外の所得に係る所得割

額を普通徴収の方法生より徴収されたい

旨の記載があるときはこの限りでない。

3 前項本文の規定 l二ょ り給与所得者の給

与所得以外の所得に係る所得割額を特別

徴収の方法により徴収することとなつた

後において、当該給与所得者について給

与所得以外の所得に係る所得割額の全部

又は一部を特別徴収の方法によ り徴収す

ることが適当でないと認められる特別の

事情が生じたため当該給与所得者から給

与所得以外の所得に係る所得割額の全部

又は一部を普通徴収の方法により徴収す

ることとされたい旨の申し出があつた場

合でその事情がやむを得ないと認められ

るときは、市長は当該特別徴収の方法L
よ り̈̈徴収すべき給与所得以外の所得に係

る所得割額でまだ特別徴収により徴収し

ていない額の全部又は一部を普通徴収の

方法により徴収するものとする。

4 【略】

5 給与所得者に対して給与の支払をする

者に当該年度の初日の翌日から翌年の4

月 30日 までの間において異動を生じた

場合において、当該給与所得者が当該給

与所得者に対して新たに給与の支払をす

る者 となつた者 (所得税法第 183条の

規定製 給与の支払をする際所得税を

徴収 して納付する義務があるものに限

る。)を通じて当該異動壁 ュ従前の給

与の支払をする者から給与の支払を受け

なくなつた日の属する月の翌月の 10日

(そ の支払を受けなくなつた日が翌年の

4月 中である場合には、同月 30日 )ま

でに第 1項の規定により特別徴収の方法

によ_2徴収されるべき前年中の給与所得

に係 る所得割額及び均等割額の合算額

二」
=2二

微収する。ただし、第 34条の

2第 1項の申告書に給与所得以外の所得

に係る所得割額を普通徴収の方法二重_2

ェ徴収されたい旨の記載があるときはこ

の限りでない。

3 前項本文の規定によつ‐
C給与所得者の

給与所得以外の所得に係る所得割額を特

別徴収の方法によつて徴収することとな

つた後において、当該給与所得者につい

て給与所得以外の所得に係る所得割額の

全部又は一部を特別徴収の方法によつて

徹収することが適当でないと認められる

特別の事情が生したため当該給与所得者

から給与所得以外の所得に係る所得割額

の全部又は一部を普通徴収の方法により

徴収することとされたい旨の申し出があ

つた場合でその事情がやむを得ないと認

められるときは、市長は当該特別徴収の

方法1こ よつて懲収すべき給与所得以外の

所得に係る所得割額でまだ特別徴収によ

り徴収していない額の全部又は一部を普

通徴収の方法により徴収するものとする。

4 【略】

5 給与所得者に対 して給与の支払をする

者に当該年度の初 日の翌日から翌年の 4

月 30日 までの間において異動を生じた

場合において、当該給与所得者が当該給

与所得者に対して新たに給与の支払をす

る者となつた者 (所得税法第 183条の規

定L主2二給与の支払をする際所得税を

徴収 して納付する義務があるものに限

る。)を通じて当該異動によつて従前の給

与の支払をする者から給与の支払を受け

なくなつた日の属する月の翌月の 10日

(そ の支払を受けなくなつた日が翌年の

4月 中である場合には、同月 30日 )ま

でに第 1項の規定により特別徴収の方法

二上2≦.徴収されるべき前年中の給与所

得に係る所得割額及び均等割額の合算額



η

改正後 改正前

(既に特別徴収の方法にょ り徴収された

金額があるときは、当該金額を控除した

金額。以下この項において同じ。)を特

別徴収の方法にょ り徴収されたい旨の申

し出があつたときは、当該合算額を特別

徴収の方法によ り徴収する。ただし、当

該申し出が翌年の4月 中にあつた場合に

おいて特別徴収の方法製 徴収するこ

とが困難であると市長が認めるときは、

これによらないことができる。

6 特別徴収の方法によ り個人の市民税を

徴収される納税義務者が、当該年度の初

日の属する年の 6月 1日 から12月 31
日までの間において給与の支払を受けな

いこととなり、かつ、その事由が発生し

た日の属する月の翌月以降の月割額を特

別徴収の方法によ り徴収されたい旨の納

税義務者からの申出があつた場合及びそ

の事由がその年の翌年の 1月 1日 から4

月 30日 までの間において発生した場合

には、当該納税義務者に対してその年の

5月 31日 までの間に支払われるべき給

与又は退職手当等で当該月割額の全額に

相当する金額を超えるものがあるときに

限り、当該月割額の全額 (同 日までに当

該給与又は退職手当等の全部又は一部の

支払がされないこととなつたときにあつ

ては、同日までに支払われた当該給与又

は退職手当等の額から徴収することがで

きる額)を特別徴収の方法によ り徴収す

る。

(給与所得に係る特別徴収税額の普通徴

収税額への繰入れ)

第44条 個人の市民税の納税者が給与の

支払を受けなくなつたこと等により給与

所得に係る特別徴収税額を特別徴収の方

法ILニュ徴収されないこととなつた場合

笙:上塁、特別徴収の方法に型 徴収されな

いこととなつた金額に相当する税額は、

(既に特別徴収の方法によつて徴収され

た金額があるときは、当該金額を控除 し

た金額。以下この項において同じ。)を
特別徴収の方法 |二よつて徴収 されたい旨

の申し出があつたときは、当該合算額を

特別徴収の方法 |二よつて徴収する。ただ

し、当該申し出が翌年の 4月 中にあつた

場合において特別徴収の方法 |二 よつて徴

収することが困難であると市長が認める

ときは、これによらないことができる。

6 特別徴収の方法によつ二個人の市民税

を徴収 される納税義務者が、当該年度の

初 日の属する年の 6月 1日 から12月 3

1日 までの間において給与の支払を受け

ないこととな り、かつ、その事由が発生

した日の属する月の翌月以降の月割額を

特別徴収の方法によつて徴収されたい旨

の納税義務者からの申出があつた場合及

びその事由がその年の翌年の 1月 1日 か

ら4月 30日 までの間において発生 した

場合には、当該納税義務者に対 してその

年の 5月 31日 までの間に支払われるベ

き給与又は退職手当等で当該月割額の全

額に相当する金額を超えるものがあると

きに限 り、当該月割額の全額 (同 日まで

に当該給与又は退職手当等の全部又は一

部の支払がされないこととなつたときに

あつては、同日までに支払われた当該給

与又は退職手当等の額から徴収すること

ができる額)を特別徴収の方法ヤニよつて

徴収する。

(給与所得に係 る特別徴収税額の普通徴

収税額への繰入れ )

第 44条 個人の市民税の納税者が給与の

支払を受けなくなつたこと等により給与

所得に係る特別徴収税額を特別徴収の方

法によつて徴収 されないこととなつた場

Lお_三二生、特別徴収の方法によ:2エ

徴収されないこととなつた金額に相当す



改正後 改正前

2 法第 321条 の 6第 1項の通知によ り

特別徴収の方法に.よ り徴収されないこと

となつた日以後において到来する第 38
条第 1項の納期がある場合L_生、それぞ

れの納期において、その日以後に到来す

る同項の納期がない場合1二」墜直ちに普通

徴収の方法により徴収するものとする。

変更 された給与所得に係 る特別徴収税額

に係 る個人の市民税の納税者について、

既に特別徴収義務者から市に納入 された

給与所得に係 る特別徴収税額が当該納税

者か ら徴収すべき給与所得に係 る特別徴

収税額を超える場合 (徴収すべき給与所

得 に係 る特別徴収税額がない場合 も含

む。)において当該納税者の未納に係 る

徴収金があるときは、当該過納又は誤納

旦菱2二塁」魅三主るL立理I杢幽塑工全墜墜過

識埜金上ろ塗 [」∠ニニ」亘盆笙旦二重ュニ舞LQ三
及び第 7項の規定を摘 用す ることがで き

るもの とし、当 村徴収金 関係過誤

納全二ょュ_当該納税者の未納に係る徴収

本 か納 付 lン 、 又 は納 入す ることを委託 し

た二塁2止ノ五塗立。

(公的年金等に係る個人の市民税の特別

徴収)

第44条の2 個人の市民税の納税義務者

が当該年度の初日の属する年の前年中に

おいて公的年金等の支払を受けた者であ

り、かつ、同日において老齢等年金給付 (法

第 321条の 7の 2第 1項の老齢等年金

給付をいう。以下この節において同じ。)

の支払を受けている年齢 65歳以上の者

(特別徴収の方法によ上徴里主登二上至

著しく困難であると認められるものとし

て次に掲げるものを除く。以下この節に

おいて「特別徴収対象年金所得者」とい

う。)である場合に_生、当該納税義務者

に係 る税額は、法第 17条の 2の 2_第二

2 法第 321条 の 6第

る税額は、特別徴収の方法ヤニよつて徴収

されないこととなつた日以後において到

来する第 38条第 1項の納期がある場合

二圭上コ聾象 それぞれの納期において、

その日以後に到来する同項の納期がない

場合に主主ヽては直ちに普通徴収の方法二

≦L三2≦l徴収するものとする。

1項の通知_に よつ

二変更された給与所得に係 る特別徴収税

額に係る個人の市民税の納税者について、

既に特別徴収義務者か ら市に納入 された

給与所得に係る特別徴収税額が当該納税

者から徴収すべき給与所得に係 る特別徴

収税額を超える場合 (徴収すべき給与所

得に係 る特別徴収税額がない場合 も含

む。)において当該納税者の未納に係る

徴収金があるときは、当該過納又は誤納

上.2ェ.当 該納税者の未納に係る徴収金二

充当己菫L

(公的年金等に係 る五得L堡登個人の市

民税の特別徴収 )

第 44条の 2 個人の市民税の納税義務者

が当該年度の初 日の属する年の前年中に

おいて公的年金等の支払を受けた者であ

り、かつ、同日において老齢等年金給付 (法

第 321条 の 7の 2第 1項の老齢等年金

給付をい う。以下この節において同じ。)

の支払を受けている年齢 65歳以上の者

(特別徴収の方法によつ.て徴理[」ヱ墾二と

登著 しく困難であると認められるものと

して次に掲げるものを除 く。以下この節

において 「特別徴収対象年金所得者」 と

い う。)である場合においては、当該納

に係る税額は、法第 17条の 2の規定に



■

改正後 改正前

の前年中の公的年金等に係る所得に係る

所得割額及び均等割額 (これと併せて.饉

堡型1塑1墜:∠:二」:ルi駐:墜i塁.撞iコ1堕:磁!董:コ1塾ピ12」LI工

この条及び第 44条 の 5にお いて同 じ^)

の合算額 (当 該納税義務者に係る均等割

額を第 41条第 1項の規定により特別徴

収の方法に生 四堕堅立重彦髪述望碁 公的

年金等に係る所得に係る所得割額。以下

この条及び第44条の 5において同じ。)

の 2分の 1に相当する額 (以下この節に

おいて「年金所得に係る特別徴収税額」

という。)を当該年度の初日の属する年

の 10月 1日 から翌年の3月 31日 まで

の間に支払われる老齢等年金給付から当

該老齢等年金給付の支払の際に特別徴収

の方法によ堕̈徴収するも

(1)【略】

(2)特別徴収の方法に二 り微収すること

とした場合には当該年度において当該

老齢等年金給付の支払を受けないこと

となると認められる者

2 前項の特別徴収対象年金所得者に対し

て課する個人の市民税のうち当該特別徴

収対象年金所得者の前年中の公的年金等

に係る所得に係る所得割額及び均等割額

の合算額から年金所得に係る特別徴収税

額を控除した額を第 38条第 1項の納期

のうち当該年度の初日からその日の属す

る年の9月 30日 までの間に到来するも

のにおいて普通徴収の方法によ り徴収す

る。

(年金所得に係る特別徴収税額等の普通

徴収税額への繰入れ)

第 44条の6 法第 321条の 7の 7第 1

項又は第 3項 (こ れらの規定を法第 32
1条の 7の 8第 3項において読み替えて

準用する場合を含む。)の規定により特

別徴収の方法に,よ り徴収されないことと

なつた金額に相当する税額は、その特別

税義務者の前年中の公的年金等に係る所

得に係る所得割額及び均等割額の合算額

(当 該納税義務者に係 る均等割額を第 4

1条第 1項の規定により特別徴収の方法

によつェ.徴収する場合におヒヽては、公的

年金等に係る所得に係る所得割額。以下

この条及び第 44条の 5において同じ。)

の 2分の 1に相当する額 (以下この節に

おいて 「年金所得に係 る特別徴収税額」

とい う。)を 当該年度の初 日の属する年

の 10月 1日 から翌年の 3月 31日 まで

の間に支払われる老齢等年金給付から当

該老齢等年金給付の支払の際に特別徴収

の方法によ2工徴塁立ゑ o

(1)【略】

(2)特別徴収の方法によつて徴収するこ

ととした場合には当該年度において当

該老齢等年金給付の支払を受けないこ

ととなると認められる者

2 前項の特別徴収対象年金所得者に対 し

て課する個人の市民税の うち当該特別徴

収対象年金所得者の前年中の公的年金等

に係る所得に係 る所得割額及び均等割額

の合算額から年金所得に係る特別徴収税

額を控除 した額を第 38条第 1項の納期

の うち当該年度の初 日からその 日の属す

る年の 9月 30日 までの間に到来するも

のにおいて普通徴収の方法生よつて徴収

する。

(年金所得に係る特別徴収税額等の普通

徴収税額への繰入れ)

第 44条の 6 法第 321条 の 7の 7第 1

項又は第 3項 (こ れらの規定を法第 32
1条の 7の 8第 3項において読み替えて

準用する場合を含む。)の規定により特

別徴収の方法二主2ェ徴収されないこと

となつた金額に相当する税額は、その特



改正後 改正前

徴収の方法に.よ り徴収されないこととな

つた日以後において到来する第 38条第

1項の納期力ヽある場合にはそのそれぞれ

の納期において、その日以後に到来する

同項の納期がない場合三二直ちに、普通

徴収の方法ヤこより徴収するものとする。

2 法第 321条の 7の 7第 3項 (法第 32
1条の 7の 8第 3項において読み替えて

準用する場合を含む。)の規定により年金

所得に係る特別徴収税額又は年金所得に

係る仮特別徴収税額を特別徴収の基

上ユ徴収されないこととなつた特別徴収

対象年金所得者について、既に特別徴収

義務者から市に納入された年金所得に係

る特別徴収税額又は年金所得に係る仮特

別徴収税額が当該特別徴収対象年金所得

者か ら徴収すべき年金所得に係る特別徴

収税額又は年金所得に係る仮特別徴収税

額を超える場合 (徴収すべき年金所得に

係 る特別徴収税額又は年金所得に係る仮

特別徴収税額がない場合を含む。)にお

いて当該特別徴収対象年金所得者の未納

に係 る徴収金があるときは、当該過納又

は誤納に係る税額は、法第 17条の 2の

=塑饉1塑ヨ壁12豊l二」壁 塑二重立 I聖[盤型【全

脚四國艶詮上盪鯉≦二旦裂塞理塾 _

笙壁塑ヒ型】笙:■IttZ当重盪」直」■」壁【二上

z笙:壁樋二2_2_≧14L墨讐骸壺」唖」」E製】亜髪 l

係過蓋麹全二上ュ当該特別徴収対象年金

所得者の未納に係る徴収金を納付し、又

は納入立全二とを変誕上上上のと塗主主。

(種別割の税率)

第79条 次の各号に掲げる軽自動車等に

対して課する種別割の税率は、1台につ

いてそれぞれ当該各号に定める額とする。

(1)原動機付自転車

ア 【略】

イ 型證のもので、総排気量が50C

別徴収の方法によつて徴収 されないこと

となつた 日以後において到来する第 38
条第 1項の納期がある場合においてはそ

のそれぞれの納期において、その 日以後

に到来する同項の納期がない場合におい

て.は直ちに、普通徴収の方法によつて徴

収するものとする。

2 法第 321条 の 7の 7第 3項 (法第 32
1条の 7の 8第 3項において読み替えて

準用する場合を含む。)の規定により年金

所得に係 る特別徴収税額又は年金所得に

係る仮特別徴収税額を特別徴収の左墜L璧

上2ェ徴収 されないこととなつた特別徴

収対象年金所得者について、既に特別徴

収義務者から市に納入 された年金所得に

係る特別徴収税額又は年金所得に係 る仮

特別徴収税額が当該特別徴収対象年金所

得者から徴収すべき年金所得に係 る特別

徴収税額又は年金所得に係 る仮特別徴収

税額を超える場合 (徴収すべき年金所得

に係る特別徴収税額又は年金所得に係 る

仮特別徴収税額がない場合を含む。)に
おいて当該特別徴収対象年金所得者の未

納に係 る徴収金があるときは、当該過納

又は誤納に係る税額は、法笙 17生の2

の規定によつて当該特別徴収対象年金所

得者の未納に係る徴収金に五当す生。

(種別割の税率)

第 79条 次の各号に掲げる軽 自動車等に

対 して課する種別割の税率は、 1台 につ

いてそれぞれ当該各号に定める額 とする。

(1)原動機付 自転車

ア 【略】

イ ニ艶のもので、総排気量が 50C



改正後 改正前

Cを超え 90CC以 下のもの又は定

格出力が 600ワ ッ トを超え800
ワット以下のもの 年額  2,00
0円

ウ 2_強のもので、総排気量が90C
Cを超えるもの又は定格出力が80
0ワ ットを超えるもの 年額  2,
400円

工 動 以上のもの (車室を備えず、

かつ、輸距 (2以上の輸距を有するも

のにあつては、その輪距のうち最大

のもの)が 0.5メ ー トル以下である

もの二側面が構造上開放されている

車室を備え、かつ、輸距が0.5メ
ー トル以下の 3強のもの及び道墜運

送[墓II望21i量」
=基

」讐L」(里重
=2L`≧

fE運」血

省令第 67号)第 1 条 第 1 項第 13

量2螢二」題型ヱ生定型塑理製整

自」盤皇を除く。)で、総排気量が 2

0CCを超えるもの又は定格出力が

250ワ ットを超えるもの 年額

3,700円
(2)・ (3)  【略】

Cを超え 90CC以 下のもの又は定

格出力が 600ワ ットを超え800
ワット以下のもの 年額  2, 00
0円

ウ ニmのもので、総排気量が90C
Cを超えるもの又は定格出力が 80
0ワ ッ トを超えるもの 年額  2,
400円

工 二艶以上のもの (車室を備えず、

かつ、輪距 (二以上の輸距を有するも

のにあつては、その輪距のうち最大

のもの)が 0.5メ ー トル以下である

もの及び側面が構造上開放されてい

る車室を備え、かつ、輪距が0.5
メー トル以下の動 のものを除く。)

で、総排気量が20CCを 超えるも

の又は定格出力が 250ワ ットを超

えるもの 年額 3, 700円

(2)・ (3)  【略】

(長岡京市税条例の一部を改正する条例の一部改正)

第 2条 長岡京市税条例の一部を改正する条例 (昭和 26年長岡京市条例第 10号)の一

部を次のように改正する。

改正後 改正前

附 則

(法附則第 15条第 2項第 1号等の条例

で定める割合 )

第10条の2 【略】

2～ 17 【略】

1_」墨_ ヱ菫|」堕土重ユL量ヨニ1_IL髭墨型⊆≧.」2」⊆≧」墨」菱三二:L」5露上|こ壺1壁l

定す る条例 で定 め る割合 は 2分 の 1

と主るL
(新築住宅等に対する固定資産税の減額

の規定の適用を受けようとする者がすべ

き申告)

附 則

(法附則第 15条第 2項第 1号等の条例

で定める割合 )

第10条の2 【略】

2～ 17 【略】

【加える】

(新築住宅等に対する固定資産税の減額

の規定の適用を受けようとする者がすべ

き申告)



改正後 改正前

第10条の3 【略】

2～ 11 【略】

上2整 i堕:則.笙:_上」:1_墾12_1:L_2:≧ _ユ笙_■:」:塾:L坦

」童主
`製

艶量■とZ旦_∠堂1整筆藝コi堕:二 .

堡姿型塾:茎:ど≦二旦塾塑鐘:望:獲:曖l盆 .

受立上立上立五童生、当該特定マンショ

ンニ』巡i重型塾豊墨 る工事が完了した

E堕重≧■』.塾四L…玄上L掲己二全ヨ塾聾二重l

載 した申告書に 貝」附 貝」第 条第 17

6項各号に掲げる を添付 して市長 に

提出 しなければならない。

ω 独幽 塾 四 L、_退鯉 主主生塾■

興 壁 豊 雌 」曼 」 堅 摯
は法人査豊埜髪塾⊇型生査L豊:∠:整、_
匈型整I量生塑 効五

② 塑藝盪在ハ彪廻塾 重塁璽塗

画猿

③ 家星り艶 型11違堕 塑 旦

四 当た壁塾堕工堕螢」旦

⑤ 当該工事が完了した 日か ら 3月 を経

過した後に申告書を提出する場合には、

3月 以内に提出することができ_なと2_

た理由

1_ュ・■_生  【略 項の繰下げ】

(軽 自動車税の環境性能割の賦課徴収の

特例)

第 15条の2 【略】

2・ 3  【略】

4 前項の規定の適用がある場合における

納付すべき軽自動車税の環境性能割の額

35の割合を乗 じて計算 した金額を加算

した金額 とする。

(軽 自動車税の種別割の賦課徴収の特

例 )

第16条の2 【略】

2 【略】

3 前項の規定の適用がある場合における

納付すべき軽自動車税の種別割の額は、

は、同項の不足額に、これに 100分 の

第10条の3 【略】
2～ 11 【略】

【加える】

12・ 上■ 【略】

(軽 自動車税の環境性能割の賦課徴収の

特例)

第 15条の2 【略】

2 0 3  【略】

4 前項の規定の適用がある場合における

納付すべき軽自動車税の環境性能割の額

10の割合を乗 じて計算 した金額を加算

した金額 とする。

(軽 自動車税の種別割の賦課徴収の特

例 )

第16条の2 【略】

2 【略】

3 前項の規定の適用がある場合における

納付すべき軽自動車税の種別割の額は、

は、同項の不足額に、これヤこ 100分 の



改正後 改正前

同項の不足額に、

の割合を乗じて計算した金額を加算した

金額とする。

これに 100分 の 35 同項の不足額に、これに 1■ 0全の 10
の割合を乗じて計算した金額を加算した

金額とする。

附 則

(施行期 日等 )

第 1条  この条例は、公布の 日から施行する。ただ し、次の各号に掲げる規定は、当該各

号に定める日から施行する。

(1)第 1条 中長岡京市税条例第 79条第 1号工の改正及び附則第 3条第 1項の規定 (第

2条の規定による改正後の長岡京市税条例の一部を改正する条例附則 (以 下 「改正後

の改正条例附則」 とい う。)第 16条の 2第 3項に係る部分を除く。) 令和 5年 7

月 1日

(2)第 1条 中長岡京市税条例第 32条の 7第 2項並びに第 36条の見出し及び同条第 1

項の改正、同条に 1項を加える改正並びに第 39条、第 41条、第 44条、第 44条
の 2及び第 44条の 6の改正並びに第 2条中長岡京市税条例の一部を改正する条例附

則第 15条の 2第 4項及び第 16条の 2第 3項の改正並びに次条第 1項並びに附則第

3条第 1項 (改正後の改正条例附則第 16条の 2第 3項に係る部分に限る。)及び第

2項の規定 令和 6年 1月 1日

(3)第 1条 中長岡京市税条例第 34条の 3の 2の改正及び次条第 2項の規定 令和 7年

1月 1日

2 改正後の改正条例附則第 10条の 2第 18項及び第 10条の 3第 12項の規定は、令

和 5年 4月 1日 から適用する。

(市民税に関する経過措置 )

第 2条 前条第 1項第 2号に掲げる規定による改正後の長岡京市税条例及び改正後の改正

条例附則の規定中個人の市民税に関する部分は、令和 6年度分以後の年度分の個人の市

民税について適用 し、令和 5年度分までの個人の市民税については、なお従前の例によ

る。

2 前条第 1項第 3号に掲げる規定による改正後の長岡京市税条例第 34条の 3の 2第 2

項の規定は、令和 7年 1月 1日 以後に支払を受けるべき長岡京市税条例第 34条の 3の

2第 1項に規定する給与 (以下この項において「給与」とい う。)について提出する同

条第 1項の規定による申告書について適用 し、同日前に支払を受けるべき給与について

提出 した同項の規定による申告書については、なお従前の例による。

(軽 自動車税に関する経過措置 )

第 3条 附則第 1条第 1項第 1号に掲げる規定による改正後の長岡京市税条例第 79条第

1号工及び改正後の改正条例附則第 16条の 2第 3項の規定は、令和 6年度以後の年度



分の軽 自動車税の種別割について適用 し、令和 5年度分までの軽 自動車税の種別割につ

いては、なお従前の例による。

2 改正後の改正条例附則第 15条の 2第 4項の規定は、附則第 1条第 1項第 2号に掲げ

る規定の施行の日以後に取得された 3輪以上の軽自動車に対 して課すべき軽 自動車税の

環境性能割について適用 し、同日前に取得 された 3輪以上の軽自動車に対 して課する軽

自動車税の環境性能割については、なお従前の例による。


